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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

正規職員人件費

　

－ ＝

選挙経費

　

－ ＝

計

2,504

その他

当初予算 差引

6,205,000円 1,963,000円

2,504,000円

差引

町議会議員の欠員に伴い、公職選挙法第１１３条第３項の規定により、町長
選挙と同日に行う町議会議員補欠選挙の執行経費です。

*告示日　 　平成31年4月16日
*投開票日　平成31年4月21日

一般財源

8,168,000円

支出見込 当初予算

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債

特定財源
の内容

補正予算
の概要

町議会議員の欠員に伴う補欠選挙の執行に係る経費を補正予算計上するものです。

事業の目的
及び効果

任期満了に伴う町長選挙及び町議会議員補欠選挙の執行に係る経費です。

補正予算
の内容

正規職員人件費（時間外勤務手当など） 541

選挙経費（選挙用消耗品、印刷製本費など） 1,963

支出見込

4選挙費
  4町長、町議会議員
   補欠選挙費

事業名
選挙経費

事業費 2,504千円
(町長、町議会議員補欠選挙経費)

4,040,000円 3,499,000円   541,000円

予算事業概要書

一般会計 担当 総務課総務管財係

平成31年度補正予算 予算科目 2総務費
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１　事業の目的

２　購入対象者

（１）2019.1.1時点の住民のうち、2019年度の住民税が非課税である者

※住民税課税者と生計同一の配偶者・扶養親族、生活保護受給者等を除く。

※対象者見込数　　2,800人

（２）2019.6.1時点の住民のうち、2016.4.2以降に生まれた子が属する世帯の世帯主

※対象者見込数　　700人

３　購入限度額

上記２の（１）該当者　　券面額２．５万円（購入額２万円）

上記２の（２）該当者　　券面額２．５万円（購入額２万円）×３歳未満の子の数

４　購入手続き

上記２の（１）該当者

①町へ購入希望申請 → ②町から購入引換券送付 → ③商品券購入（引換券提示＋代金支払）

上記２の（２）該当者

①町から購入引換券送付 → ②商品券購入（引換券提示＋代金支払）

５　利用店舗

町内の店舗を広く対象として、利用店舗を募集する。

６　スケジュール

４月～５月頃 商品券利用店舗の募集

６月頃 想定対象者への個別周知

７月～１１月頃 商品券（非課税者分）の購入希望申請受付

９月～１２月頃 商品券購入引換券発送

１０月～２月頃 商品券販売

１０月～３月頃 商品券利用・換金処理

プレミアム付商品券事業概要

　消費税・地方消費税率引き上げが低所得者・子育て世帯の消費に与える影響を緩和すると

ともに、地域における消費を喚起・下支えすること。
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

・申請受付管理システム整備

・資格要件対象者リスト作成

・申請書、購入引換券、郵送用封筒等の作成

・対象者通知封入封緘作業

千円

プレミアム付商品券事業実施にあたり、対象者に向けて発送する申請書・商
品券購入引換券の作成、対象者からの申請の受付を管理するシステム整備
などに係る経費を計上し、円滑な業務実施を図ります。

一般財源

4,834財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

プレミアム付商品券事務費補助金 4,834

事業の目的
及び効果

効率的な行政事務を図るためには、事務の電算化を推進することが必要であり、急速に
進歩する情報技術に対応し、情報の一元管理を進めることにより、運用管理の負担やコ
スト軽減、セキュリティ対策の強化を図ります。

補正予算
の内容

住民情報系システム委託料 4,834

事業名
電算経費

事業費 4,834千円
(住民情報系システム委託料)

補正予算
の概要

プレミアム付商品券事業の実施に伴い、業務に必要となるシステム対応経費を計上する
ものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 財政課

平成31年度補正予算 予算科目 2総務費 1総務管理費 7電子計算費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

・一般消耗品

　　コピー用紙（Ａ４、Ａ３）、ファイル等

・諸通郵送代

　　申請書郵送代、返信郵送代、商品券購入引換券郵送代、勧奨通知郵送代

千円

予算事業概要書

一般会計 担当 地域福祉課

平成31年度補正予算 予算科目 3民生費 1社会福祉費 1社会福祉総務費

プレミアム付商品券事業の実施にあたり、業務上必要となる事務用品と
２０１９年度住民税非課税の方へ発送する申請書、商品券購入引換券等
の郵送に係る経費を計上するものです。

事業名
社会福祉事業

事業費 992千円
(一般消耗品、諸通知郵送代)

補正予算
の概要

プレミアム付商品券事業の実施に伴い、業務に必要となる事務用品、申請書等の郵送に
係る経費を計上するものです。

992

事業の目的
及び効果

地域における社会福祉の推進を図り、住民が自立した日常生活や社会生活を営むことが
できるよう支援します。

補正予算
の内容

一般消耗品 28

諸通知郵送代 964

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

特定財源
の内容

プレミアム付商品券事務費補助金 992

4



款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

千円

◎経費の内容

千円

　コピー用紙（A4）

・一般消耗品　

・諸通知郵送代

　商品券購入引換券、チラシ郵送代

一般財源

99財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

特定財源
の内容

プレミアム付商品券事務費補助金 99

事業の目的
及び効果

地域における児童福祉の推進を図るため、子育て世帯の消費税・地方消費税率引き上げ
の影響を緩和するとともに地域における消費喚起を促します。

補正予算
の内容

一般消耗品 2

諸通知郵送代 97

プレミアム付商品券事業の実施に伴い、２０１６年４月２日以降に生まれた３
歳児未満の対象児童のいる世帯のうち、２０１９年６月１日時点で東員町に住
民票のある世帯主に対象児童１名あたり５，０００円分の商品券を４，０００円
で購入できる購入引換券及び説明チラシの郵送代です。

事業名
児童福祉事業

事業費 99千円
(一般消耗品、諸通知郵送代)

補正予算
の概要

プレミアム付商品券事業実施に伴い、業務に必要な事務用品の購入及び商品券購入引
換券等の郵送にかかる経費を計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 子ども家庭課子ども支援係

平成31年度補正予算 予算科目 3民生費 2児童福祉費 １児童福祉総務費
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款 項 目

◎当該事業費のうち主な経費

千円

◎経費の内容

千円

千円
特定財源
の内容

プレミアム付商品券事業費補助金 17,500

プレミアム付商品券事務費補助金 5,618

財
　
源

内訳
（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

23,118

事業の目的
及び効果

東員町商工会に業務委託することで、対象者の生活支援と利便性を重視した商品券取扱
店舗を町内で幅広く募集・登録することができ、消費税の引き上げに伴う消費に与える影
響を緩和し、かつ町内における消費を喚起・下支えすることに繋がります。

補正予算
の内容

プレミアム付商品券事業業務委託 23,118

事業名
商工業振興事業費

事業費 23,118千円
(プレミアム付商品券事業業務委託)

補正予算
の概要

プレミアム付商品券事業の実施に伴い、東員町商工会への業務委託に必要となる経費を
計上するものです。

予算事業概要書

一般会計 担当 産業課産業振興係

平成31年度補正予算 予算科目 7商工費 1商工費 1商工総務費

　プレミアム付商品券事業を行うにあたり、商品券取扱事業者の募集と登録、
商品券の印刷及び販売、換金等に係る経費です。

　・プレミアム分経費

　・印刷費（商品券、商品券見本、取扱店一覧等）

　・手数料（商品券販売手数料、換金手数料等）

　・管理費（臨時職員賃金、通信費、消耗品等）

　・賃借料（パソコン）
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